
 1

費用対効果６．２６のからくりを解く 
～水増しされた八ッ場ダムの治水便益～ 

八ッ場ダムをストップさせる東京の会 

文責：梶原 健嗣 
 

１０月６日、関東地方整備局から八ッ場ダ

ム計画の再検証作業につき、報告書・素案

が示されました（「八ッ場ダム建設事業の検

証に係る報告書・素案」、以下「報告書」）。

「報告書」は全部で３１７ページにも及ぶ膨大

なものですが、費用対効果に関わる部分は

たった７ページに過ぎません。費用対効果は、

事業の投資効率を意味しますから、事業評

価においては、本来最も重要な評価項目の

はずです。 

この検証の出発点であり、検証の指針と

なるはずの「今後の治水のあり方 中間取り

まとめ」（Ｈ２２．９）でも、「財政的制約の下で

は、事業のコスト低減とともに、できる限り高

い投資効果」（ｐ４）が求められるという認識

を掲げ、その認識の下、できるだけダムによ

らない治水への政策転換を志向しています。

だからこそ、検証においては、「コストと事業

効果を重視」（ｐ１５）すると述べているのです。

また、「検証に当たっては、科学的合理性、

地域間の利害の衡平性、透明性が確保され、

結果について十分な説明がされることが重

要」（ｐ１４）と述べています。 

とすれば、この「中間取りまとめ」に基づく

「報告書」は、①科学的合理性を有する②費

用対効果分析を中心に記述するだけでなく、

検証結果の過程を明らかにして、検証の③

透明性を確保することが必要なのです。 

ところが、肝心の費用対効果分析はわず

か７ページの記述に過ぎません。では、その

７ページに何が書かれているのでしょうか。

書かれているのは、①洪水調節便益につい

て（３ページ）、②流水の正常な機能の維持

に係る便益について（２ページ）、③結論（２

ページ）です。このうち、結論については、下

記の数値が示され、費用対効果は６．３と算

出されました。 

ちなみに、八ッ場ダムの費用対効果分析

は今回はじめて算出されたものではなく、過

去に２回算定がされています。最初はＨ１９

（２００７）年に行われ、算定値は２．９でした

（Ｈ１９．２.２４）。次はＨ２１（２００９）年で算定

値は３．４（Ｈ２１．２．２４）でした。費用対効果

は算定のたびにあがって、３回目の今回の

数値は最初の数値の２倍以上になりました。 

八ッ場ダムの費用対効果
（費用便益比）

便益

・ 洪水調節便益

（治水便益）
・ 流水の正常な機能の維持
・ 残存価値

２２，１６３億円

２１，９２５億円

１３９億円
１００億円

・ 建設費
・ 維持管理費費用

３，４１７億円
８６億円

３，５０４億円
【注】四捨五入の関係で端数が一致しない。  

今回の「報告書」においては、便益計算の

考え方・計算の流れが簡単に示されている

だけで、計算過程を検討するための資料は

一切ありません。だからわずか７ページなの

です。これでは、「便益２２，１６３億円に対し、

費用３，５０４億円です。みなさんも電卓たた

いて、割り算が６．３になることを確かめて下

さい」と言っているに等しい代物です。繰り返

しますが、費用対効果は事業の投資効率を

示す評価項目であり、検証の出発点・指針

「中間取りまとめ」からすれば、最も詳細に記

されなければならない項目なのです。 

そこで、私たちは費用対効果の算定過程

につき、情報公開請求を行いましたが、費用

対効果という最重要資料が、こうした手間と

時間をかけないと入手できないということ自

体が本当はおかしいと思います。入手した資

料はたくさんの図表が掲載された総計１４４

ページの資料であり、到底私たちの情報公

開請求に応じて２週間で作ったものとは思え

ません。つまり、「報告書」を取りまとめる時
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点から存在していたことは明らかと思います。

だとすれば、費用対効果という事業検討の

最重要項目を、わずか７ページで済ませるこ

となく、この公開資料を適宜抜粋・要約し、ど

ういう計算を経て６．３という費用対効果が算

出されたのか、最初から明らかにすべきでし

た。それが行政の透明性・説明責任であり、

「中間とリまとめ」の要請でしょう。 

以下、入手した情報公開請求資料に基づ

きわかった費用対効果計算のからくりを解き

明かしていきますが、分析対象は洪水調節

に係る便益の分析に限定します。それは、前

頁に示した費用・便益を見ればわかるように、

八ッ場ダムの便益の圧倒的中心はこの洪水

調節便益に関する部分だからです。 

冒頭に示したように、洪水調節便益は２１，

９２５億円と算出されました。この便益は、八

ッ場ダム建設後（「報告書」では、平成３０（２

０１８）年としています）から５０年間における

便益の総計値です。ちなみに５０年というの

はダムの法定耐用年数です。 

この２１，９２５億円という便益は、年平均被

害軽減期待額を算定し、それを現在価値化

して積み上げた数値です。現在価値化の基

準年は、「報告書」作成時のＨ２３（２０１１）年

です。つまり、年平均被害軽減期待額という

のは、洪水調節便益の原単位に相当し、あ

とは現在価値化・累積という単純計算で５０

年間の総便益２１，９２５億円が算出されると

いう訳です。 

「年平均被害軽減期待額」という言葉は、

意味がわかりにくいと思います。これは、言

葉の意味を解析してみるとわかりやすいと思

います。 

年平均被害軽減期待額

（洪水調節便益の原単位）

年→原単位
平均→サンプル８洪水のシミュレーション

における平均値

（∵ 算定の精度を上げる）
被害軽減→ダムなし時の洪水被害額とダム

建設後の洪水被害額の差を、
洪水調節便益とする。

期待額→計算上の理論値

１年あたりの洪水被害軽減額が、
理論上、平均していくらになるか。 

言葉の意味は、上に解説した通りで「１年

当たりの洪水被害軽減額は、理論上、平均

していくらになるか」ということで、「報告書」

ではこの数値を１，３４３億円と算出していま

す。ちなみに、１，３４３億円を単純に５０倍し

ても、２１，９２５億円にはなりません。それは

計算過程に現在価値化が入っているからで

す。この点は、経済学のテクニカルな話にな

りますので省略します。 

以上のように、八ッ場ダムの費用対効果６．

３という算定値の妥当性は、結局のところ、

中心便益となる洪水調節便益の原単位（年

平均被害軽減期待額）１，３４３億円がどれ程

妥当なのかを検討すればいいといえます。

結論から言って、この１，３４３億円という年平

均被害軽期待額は、いくつものからくり・詐術

が生み出した数値といえます。 

論より証拠、まず「報告書」の算定数値が

どれほど実際の水害被害額とかけ離れてい

るかをみれば、計算のインチキは一目瞭然

です。前述のように、洪水便益はダムなし時

の洪水被害額とダム建設後の洪水被害額

の差をもって求めています。両者は同じサン

プル洪水を用いて同様の計算で求めていま

すから、ダムなし時の洪水被害額に信頼性

がおけなければ、洪水便益２１，９２５億円も、

６．３という費用対効果も信頼できないという

ことになります。そして、ダムなし時の洪水被

害額という便益計算の出発点は、統計的に

実績値が確認できる数値です。そこで、この

統計値と「報告書」の算定値を比較してみる

ことから、検討を始めてみたいと思います。 

水害被害については、国交省が編纂して

いる「水害統計」という重要資料があります。

この水害統計に基づいて、利根川流域の水

害被害を見てみます。すると、統計初年度

の１９６１年から、統計最新値の２００９年まで

の４９年間で、利根川の水害被害は合計で８，

０６８億円になります。この合計値は貨幣価値

を考えない単純合計ですので、現在価値化

（治水経済調査マニュアル、Ｈ２３．５改正の

水害被害デフレーターを用いて換算）すると、

２００５年価格で、８，７５３億円になり、平均す

ると、単年度では１８６億という被害額になり

ます。 
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【億円】

１９６１～２００９年
累計被害額 ８，０６８億円

→２００５年度価格修正値 ８，７５３億円
（年平均被害額 １８６億円）

出展：水害統計（国交省）

 
 

では、費用対効果分析で算出された数値

はどうでしょうか。「報告書」では、ダムなし時

の洪水被害額を求めるにあたり、８つの規模

の洪水を想定し、この８つの規模の洪水流

量をサンプル８洪水（１６ページ）で再現し、

洪水被害額を算出しています。八ッ場ダム

は治水安全度１／２００を確保するための洪

水調節施設ですから、想定した最大洪水は

１／２００洪水で、以下、１／１００、１／５０、１

／３０、１／１０、１／５、１／３、１／１の合計８

つの規模の洪水流量を算定しています。 

【想定８洪水】 

 
【注】 調節効果は、１７，０００ｍ３/ｓ洪水での換算値 

このように、１，３４３億円という年平均洪水

被害軽減期待額は１／２００洪水まで想定し

た数値ですので、統計値と同じ土俵で比べ

ることはできません。統計は４９年間なので、

１／５０洪水の想定被害額ですそ切りし、そ

の平均値を求めれば、算定値と実績値と同

じ土俵で比較することができます。 

ダムなし時、つまり八ッ場ダム建設前とい

うのは現況河道に対応しますから、この「ダ

ムなし被害額」が統計値と比較すべき数値

です。そして、それぞれの流量規模に対応

する被害額（例えば、１／５０流量の１１５，１７

７億円）というのは、１／５０確率という「点の

被害」であって、１／１洪水から１／５０洪水ま

で想定した時の平均はどれくらいの被害額

になるのかという算定値ではありません。区

間確率という計算は、点の被害額を頼りに

平均額を算出するための計算ですが、これ

もテクニカルな計算の問題なので詳細は省

きます。注目して欲しいのは１番右端の数値

で、１／５０規模洪水まで想定した場合の平

均被害額は４，８２０億円ということになります。

これが統計値と比較すべき数値です。 

 

費用対効果分析では、１年当たり４，８２０

億円の被害がでることになっていますが、実

際には４９年間で８，０６８億円、現在価値換

算額８，７５３億円です。つまり、４９年間の累

計値と２年間の水害被害額が大差ないとい

うのですから、これは驚きです。 

もう少し、１年当たり被害額６，７８８億円の

意味を考えて見ます。実績値のグラフを見

れば、被害額１，０００億円を超えたのは、こ

の４９年間でわずか３回（１９８１、１９８２、１９８

６）です。このうち、１９８１年は利根川・支流の

小貝川で堤防決壊が生じた年です。 

 

 

利根川下流河川事務所ホームページ 
http://www.ktr.mlit.go.jp/tonege/reki
si/kakokiroku.html 
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費用対効果分析では、毎年、堤防決壊時

の実被害額の６倍の被害が生じる（想定）と

いうのです。そんなことがありえるでしょうか。

このように、費用対効果分析では実績値と

比べて見れば全くありえない計算結果が示

されていることがわかります。 

もう１つ、水害統計で４，２８０億円という推

定値のおかしさを見てみます。最新の水害

統計（Ｈ２１、２００９年度版）によると、過去２０

年（１９９０～２００９）間の全国水害被害額は

累計１１兆４，００６億円で、平均すると単年度

で５，７００億円の被害となります。 

グラフを見ると２００４年が突出しているよう

に年度によりばらつきはありますが、２０年中

１０年で、全国の水害被害額が費用対効果

計算で求めた利根川流域被害額を下回っ

ています。１年当たり４，２８０億円という被害

算定が、いかに現実の水害被害額と乖離し

た数値であることがわかると思います。 
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青： 全国の水害被害額
（現在価値化基準年：２００５）

赤： 費用対効果計算による、利根川
流域の平均被害額
（４，２８０億円）

【億円】

  水害統計（Ｈ２１）、ＰＤＦ版ｐ１２０より作成 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL0
2100104.do?gaid=GL02100102&tocd=
00600590 

 

こうした大きな乖離については、いま私た

ちが初めて指摘したものではありません。既

に国交省は会計検査院から次のように勧告

を受けています（２０１０）。 

「年平均被害軽減期待額の算定の基

礎となる生起確率が高い降雨に伴う想定

被害額については、過去における実際の

水害の被害額を上回っているものが多く

見受けられた。（中略）上記の状況を踏ま

え、年平均被害軽減期待額の便益の算

定方法をより合理的なものとするよう検討

する必要があると認められる」 

この勧告を真摯に受け止めるならば、まず

は私たちがしてみたように、水害統計との実

績値との比較・検討をしてみるはずです。そ

うすれば、計算結果が実績値と大きく乖離し

ていることを発見できたはずです。しかも、そ

の検討作業はほんの僅かな時間でできるも

のです。このことは、国交省はダム事業の検

討のために、できるだけ正確な費用対効果

計算をしてみようという意思が全く欠如して

いる―「中間取りまとめ」で示された指針をな

いがしろにする姿勢を如実に示していると思

います。 

計算結果が、いかに現実離れしているか、

実績値を見て確認しました。では、なぜこん

な現実離れした数値になるのでしょうか。国

交省の費用対効果計算においては、破堤・

氾濫において５つの条件を想定しています

（条件②を除き、「治水経済調査マニュアル

（案）」、以下「マニュアル」に記載、条件②は

今回の情報公開資料ｐ８）。即ち、 

① 堤防高は十分であっても、十分な幅

がないと破堤する。 

（スライドダウン計算） 

② 河道水位が無害流量に達した時点

で破堤する。 

③ 想定破堤箇所は、流域ブロック内、

最も大きな被害がでる場所 

④ 堤防は基部まで破堤する。 

⑤ １つの洪水で何箇所も破堤する。 

という５条件です。 

以下、順に５条件のおかしさを検討してい

きますが、話の見取り図としてあらかじめ結

論を述べておきます。条件①･②で氾濫がし

やすい河道条件･氾濫条件を設定し、その

上で条件③～⑤で氾濫被害が大きくなるよ

うに条件設定しています。条件③・④は、個

別の氾濫被害が大きくなるような条件設定

であり、条件⑤は氾濫箇所が増えるような条

件設定です。 
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条件１： 堤防高は十分であっても、十分な幅がないと
破堤する（河道計算では、スライドダウンさせる）

条件２： 河道水位が無害流量に達した時点で破堤する

水増しの仕組み

１ 氾濫を生じやすくする。

２ 氾濫被害を大きくする。
ａ） 個別箇所の氾濫を大きくする。

条件３： 想定破提箇所は、流域ブロック内で最も大きな

被害がでる場所とする。
条件４： 堤防は基部まで破提する。

ｂ） 氾濫箇所を増やす。
条件５： １つの洪水で何箇所も破堤する。

 
 

以上の見取り図を確認したうえで、個別具

体的に条件①～⑤のおかしさを見ていきま

す。対象洪水で破堤・氾濫が生じるか、その

具体的な基準となるのは、条件②にある「無

害流量」の数値となります。無害流量とは、

「河道計画上安全に流下できると評価でき

る流量」（「マニュアル」、ｐ１０）と定義されて

おり、流域ブロック内で最も流下能力の低い

地点の流下能力が無害流量となります。た

だし、この無害流量を設定するに当たり、条

件①が前提条件になっていますので、条件

①から検討することにします。なお流域ブロ

ックと想定破堤箇所については条件③にお

いて説明します。 

条件①は、具体的にはスライドダウンとい

う計算をするものです。スライドダウンとは、

「対象とする河道の堤防に従来の計画堤防

断面が内包されるように計画堤防を下方に

最小限平行移動すること」と定義されていま

す（「マニュアル」、ｐ１０）。 

高さは足りているが、
幅が足りない。

十分な幅を確保するため
に堤防高を低く設定。  
 

何を言っているか理解できない日本語で

すが、要は、十分な堤防幅がない場合には

破堤・決壊する恐れがあるから、そうした区

間では現在の堤防高を額面通りに評価でき

ないとして、その分堤防高を下方修正すると

いうのがスライドダウンの考え方です。つまり、

現況の利根川堤防高（およびそこから水位・

流量計算して求める流下能力）は、見かけ

の数値に過ぎず、真の流下能力はそれを下

方修正しなければならないというのが国交省

の考え方なのです。 

はじめに、基準として実際の利根川堤防

高を見てみます。以降登場するグラフは情

報公開請求資料・様式２「流下能力表」にあ

った表を、当方で利根川・本川分だけグラフ

化したものです。 

グラフでは、実際の堤防高を棒グラフで

（右目盛）、これに対応する流下能力を折れ

線グラフ（左目盛）で示しました。単位・目盛

りが違うことに注意して下さい。ここで示され

ているのは、堤防天端高の水位を単純に流

量換算した最大流下能力であり、余裕高（２

ｍ）を考慮した流下能力ではありません。そ

れは、堤防天端高から余裕高を引いた水位

に相当する流下能力が示されていない上、

水位・流量変換式も示されていないので、私

たちにはそれを知る術がないからです。実は、

この流量・流下能力こそが氾濫計算上では

最も重要な数値のはずですが、費用対効果

計算にあたって、国交省はこの数値を求め

ていないのです。ここでは小さなグラフにな

っていますが、無害流量との比較グラフにお

いて大きなグラフを示しているので、詳しく

はそちらをご覧ください（７ページ）。 
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【注】 ７９～８１ｋｍ部分は山つきで、堤防高

が記されていない。 
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これが現在の利根川の堤防高とそれに対

応する洪水流量です。この堤防高・流量が、

スライドダウンという計算をすることで変化す

る訳ですが、まずスライドダウン高から見て

いきます。 

図に利根川左岸・右岸のスライドダウン高

（堤防下げ幅）を示しました。スライドダウンさ

れている区間は、河口８６～１８６．５ｋｍ地点

で（右岸は途中スライドダウンなし区間が存

在）で、平均スライドダウン幅は左岸１．５７ｍ、

右岸１．８ｍです。 
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なお、スライドダウン評価をした区域は、

内閣府に設けられた「大規模水害に関する

専門調査会」が首都圏水没水害を想定して

シミュレーション計算を行った区間とほぼ合

致します。つまり、首都圏に大きな被害をも

たらしうる区域を中心にスライドダウンが施さ

れているのです。 

下流から堤防整備・河川改修を施してい

くのが治水事業の基本なので、河口から８６

ｋｍまではスライドダウンが不要な堤防が整

備されているという把握は、堤防整備の基本

を踏まえています。とはいえ、首都圏に大き

な被害をもたらしうる－被害額を算出すれば

高額な被害が出る地域でスライドダウンされ

ていることは注意すべきです。 

 

大規模水害に対する専門調査会 

第５回配布資料 資料６ 

  （Ｈ１９．５．３１）  
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【注】 無害流量が最大流下能力を上回る箇所（８６～８６．５km）

がありますが、当方の打ち込みミスではありません。おそらく、

国交省の誤記と思います。この誤記はこのようにグラフを作っ

てみたら簡単に気がついたはずです。 

なお、８６～８６．５ｋｍというのは取手（８５ｋｍ）付近です。 
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話を戻します。スライドダウン計算は、流

域ブロック内の無害流量を求めるためでした。

見かけ（現況）の堤防高にかわり、真の流下

能力に対応する修正河道断面を求めるとい

うのがスライドダウンの理屈でしたが、このス

ライドダウン断面の流下能力が無害流量に

相当する訳ではありません。 

それは、スライドダウン計算することでその

堤防高（スライドダウン堤防高）が高水敷高

や堤内地地盤高を下回ってしまっている場

合があるからです。そのこと１つとってみても、

スライドダウン計算がいかに現実離れした河

道断面の把握なのかわかると思います。 

堤防
天端高

余裕高

堤防

２ｍ

提内地

堤内地
地盤高

堤内地地盤高流量、高水敷地盤高
流量のいずれか高い方を破堤敷高
流量とする。

高水敷高

河川増水時の
河川敷の水位

 
 

そこで、スライドダウン堤防高水位を流量

換算した数値が、この高水敷水位・流量また

は破堤敷高水位・流量を下回る時には、い

ずれかの流量をもって無害流量とすると修

正を加えました。なお、破堤敷高という概念

は「破堤時は基部まで破壊される」という条

件３を反映したものと思われます。 

前頁（７ページ）に無害流量のグラフを示

しました。比較のために前述の最大流下能

力（堤防天端高に相当する流量）も同じグラ

フに組み込んでいます。スライドダウン計算

をすることで、どれだけ大きく流下能力が過

小評価されているかわかると思います。 

確認のため、スライドダウン計算によって

流下能力がどれ程過小評価されるのかグラ

フにしてみます。グラフは、前頁で示した最

大流下能力（堤防天端高に相当する流量）

と無害流量との差を示したものです。スライド

ダウンという計算の威力をまざまざと見せ付

けるグラフといえます。破堤・氾濫計算の基

準となる無害流量は、スライドダウン計算を

はじめとする河道断面の修正計算により、こ

れ程まで下方修正された流量なのです。 
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【注】 前述の誤記のため、マイナス

となる場所（８６～８６．５ｋｍ）がある。 
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無害流量を超えた洪水であれば破堤・氾

濫する（条件①・②＝ｐ４）訳ですから、この

修正計算によりかなり小さな洪水でも破堤し

やすくなりました。この結果、利根川では５年

に１回の洪水でも２～３カ所破堤し、１０年に１

回の洪水では３～４カ所破堤することになっ

ています。３ページで見た表でも、１／５洪水

では７，５１６億円の被害が、１／１０洪水では

１億６，１９９億円の被害が想定されています。

世界に稀に見る有数の水害大国です。 

１／３洪水では被害が計上されず、１／５

洪水では７，５１６億円の被害が想定される訳

ですから、それを以って現状の治水安全度

を把握すれば、まずは治水安全度１／５を確

保することが当面の目標となるはずです。し

かし、現在の利根川の治水目標は１／２００

洪水（３１９ｍｍ、２２，０００トン）ですから、物

凄い背伸びということになります。 

この想定で現在の治水安全度を評価する

と、現在の利根川は１／５洪水を防御できな
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いわけですから、１／５以下ということになる

でしょう。もしそんなに氾濫しやすい河川で

あれば、私たちは利根川流域には住めませ

んし、首都圏がこれほど発展することはあり

ません。洪水被害との連年の戦いで、経済

発展の基礎は全く失われてしまいます。 

もちろん現実はそんなことはありません。

支流・小貝川が１９８１年に破堤したのは前述

の通りですが、利根川本川では１９４９年のキ

ティ台風以来６０年間、氾濫らしい氾濫が起

きたことはありません。このことは、確率論的

には奇跡です。１／５洪水に耐えられない程

度の脆弱な河川が、戦後６０年間、全く破

堤・氾濫しないですむなんてことはまず考え

られません。いかに、１／５洪水でも氾濫が

起きるということが現実にそぐわない把握か

（算定がインチキか）、よくわかると思います。 

 

★大規模水害対策に対する専門調査会
第１回配布資料 資料２・Ｐ１９

（Ｈ１８．８．２９）

死者１３５名
行方不明２５名
住宅被害１６万棟

 

 
 

仮に、氾濫計算が想定するように、未だ治

水安全度１／５が確保されていないとすれば、

これまでの利根川の治水事業は一体何だっ

たんでしょう。利根川は明治の初めから国家

直轄の治水事業が行われてきた最重要河

川であり、その事業費も１０河川の中で最大

でした。最初の利根川治水計画、明治改修

計画（１９００、明治４３）では３０年かけて利根

川の浚渫事業を行いましたが、その土砂浚

渫量はパナマ運河の土砂浚渫量を上回って

います。 

【明治１０大河川の総工費】 

 

 

因みに、この時の計画高水流量は３，７５０

ｍ3/ｓであり、３，７５０ｍ3/ｓは洪水レベルとし

ては３～４年に１回の洪水と評価できます。

つまり、国交省が行った今回の費用対効果

計算・氾濫計算では、この近代利根川治水

計画の最初の目標（１９００）が未だ達成され

ていないということになるのです。 

戦前は河川改修に特化した利根川治水

事業でしたが、それでも多大な費用を投じて

います。戦後、利根川の治水計画にはダム

治水（ダムによる洪水調節）が採り入れられ

（１９４９）、現在まで、①藤原（１９５１～５７、４１

億円）、②相俣（１９５３～５９、１８億円）、③薗

原（１９５８～６５、５１億円）、④矢木沢（１９５９

～６７、１１９億円）、⑤下久保（１９５９～６８、２

０２億円）、⑥草木（１９６５～７６、４９６億円）、

⑦奈良俣（１９７１～９０、１３５２億円）の７ダム

利根川上流に建設されています。これら７ダ

ムの建設（単純合計２，２７４億円、２００５年価
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格・単純推計４，２２０億円）をもって、未だに１

／５洪水に耐えられないというのは、一体どう

いうことでしょう。それこそ、これら７ダムの費

用対効果、戦後、いや近代利根川治水計画

の費用対効果は一体いくつになるのでしょう。

もし、これだけの治水事業を展開してきても

なお、１／５洪水を防げないとすれば、１世紀

をかけて、治水安全度は１／３～１／４（明治

４３年、最初の利根川治水計画の治水目標）

から１／５にさえ到達していないのですから、

その費用対効果は１を大きく割り込むことは

確実と思われます2。 

 

以上、条件①・②を前提とした氾濫計算

がいかにおかしな結果を招くか、見てきまし

た。次に、いかに氾濫被害が水増しされる条

件設定になっているかを、ａ）個別被害が水

増しされる仕組み、ｂ）被害箇所が水増しさ

れる仕組みにわけて考えてみます。 

まずａ）については、「条件③：流域ブロッ

ク内、最も大きな被害となる場所で被害が生

じる」から検討を始めます。最初に氾濫想定

箇所を大きな図で確認します（次頁）。なお、

決壊想定地点Ｅ・河口１３６ｋｍは、八ッ場ダ

ム建設のきっかけとなったカスリーン台風（１

９４７、Ｓ２２）の決壊地点（大利根町）です。さ

すがに、カスリーン台風の決壊地点・大利根

町を含む、ブロックＥは無害流量が高くなっ

ています。 

費用対効果計算で想定した氾濫箇所は、

「流域ブロック内、最も大きな被害となる場所

で被害が生じる場所」であって、氾濫箇所は

流域ブロック内で最も堤防が脆弱な―流下

能力の低い箇所ではありません。これには、

２つ大きな問題点があります。 

まず第１は、想定被害額が最大になる地

点を想定することの問題点です。そもそも費

用対効果計算とは、公共財ゆえに市場が存

在せず、それ故事業の投資効率が判明しが

たい公共事業について、その投資効率・経

済性／採算性を検討するために行うもので

す。そのため、費用対効果計算は不確かな

推定にならざるを得ません。そこで、当初の

前提（市場が存在しないため、事業の採算

性がわかりにくい）に戻るならば、採算性の

見積もりは慎重に行うべきということになるは

ずです。つまり、費用対効果計算では事業

効果（便益）の最小値を見積もることが重要

なのであって、「最大値のみを見積もってこ

と足れり」とするのは論外なのです。ここに１

つの矛盾・問題点があると考えます。 

ついで問題点２は、「流域ブロック内、最も

大きな被害がでる場所」を想定氾濫箇所に

据えることの問題点です。氾濫計算につい

ては、条件①・②により現況の河道能力が過

小評価され、更に後述の条件④により、実際

の洪水現象以上に洪水被害が見積もられて

います。そして、その過大見積もりはこの条

件③により更に膨れ上がります。 

破堤・氾濫は当該ブロック内で最も脆弱な

地点＝流下能力の低い地点で生じると考え

るのが普通です。つまり、流域内最小流下

能力地点＝破堤地点とする方が常識です。

しかし、国交省の費用対効果計算はそうし

た常識からを踏まえず、流域内最大被害地

点を破堤箇所として固定するのです。 

この無害流量地点と想定被害地点とのず

れを見てみると、下記図の通りです。作業は

利根川左岸（ブロック、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ１・Ｄ２）に

ついてのみ行いました（１２ページ）。 

なお、Ａから順に河口に近づくから、Ｄ２ブ

ロックには河口が含まれています。なお、河

口８６ｋｍ～１０１ｋｍ区間は調整池であり、氾

濫計算の必要がない区間となっています。ま

たブロックＤ１・Ｂ・Ａでは、区間内最小流量

地点（河口１８．５ｋｍ、５，８８４トン）を無害流

量として設定していない。現時点では、表記

ミスか何か理由は不明です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                  
2 追記（２０１１．１１．２７）。後日示された政府答弁

書では、「利根川の治水安全度は超過確率流量

で判断すると、１／３０～１／４０の治水安全度に

あると」旨を回答しています。 
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氾濫想定箇所  
（「報告書」p５－１） 

 

 

 
 

【注】 なお、Ｄ２無害流量地点１８ｋｍは、誤記で１５．５ｋｍ地点が正しい

はずです。
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【１】   Ｄ２ブロック 

河口０ｋｍ～１８．０ｋｍ 
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【河口からの距離】
Ｋｍ

最小流下能力地点
河口１５．５ｋｍ

（ ５，０８７トン）

想定被害地点
河口６．０ｋｍ
（６，０６５トン）

 
破堤地点流下能力 

６，０６５トン→差額９７８トン 

【２】  Ｄ１ブロック 

河口１８．５ｋｍ～７８．５ｋｍ 

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

19 29 39 49 59 69 79

【トン／秒】

最小流下能力地点
河口１８．５ｋｍ
（５，８８４トン）

想定被害地点
河口７８．０ｋｍ
（８，６２３トン）

無害流量
６，５０４トン

【河口からの距離】
Ｋｍ

 
破堤地点流下能力 

８，６２３トン→差額２，１１９トン 

【３】  Ｃブロック 

河口７９．０ｋｍ～８５．５ｋｍ 

8,000

8,100

8,200

8,300

8,400

8,500

8,600

8,700

8,800

79 80 80 81 81 82 82 83 83 84 84 85 85 86

【トン／秒】

【河口からの距離】
Ｋｍ

最小流下能力地点
河口８１．５ｋｍ

（ ８，３５８トン）

想定被害地点
河口８２．５ｋｍ
（８，６３２トン）

無害流量
８，３５８トン

山つき部分

 

破堤地点流下能力 

８，６３２トン→差額２７４トン 

【４】  Ｂブロック 

河口１０１．５ｋｍ～１３２．０ｋｍ 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000
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【トン／秒】

【河口からの距離】
Ｋｍ

最小流下能力地点
河口１０６．５ｋｍ
（３，５５２トン）

想定被害地点
河口１３２ｋｍ
（１０，４２８トン）

無害流量
５，９２０トン

 
破堤地点流下能力 

１０，４２８トン→差額４，５０８トン 

【５】  Ａブロック 

河口１３２．５ｋｍ～１７６．５ｋｍ 

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

132.5 142.5 152.5 162.5 172.5

【トン／秒】

【河口からの距離】
Ｋｍ

最小流下能力地点
河口１７６ｋｍ
（６，２８７トン）

想定被害地点
河口１５１．５ｋｍ
（１０，７３２トン）

無害流量
９，６７４トン（１５２ｋｍ地点）

 
破堤地点流下能力 

１０，７３２トン→差額１,０５８トン 

 

このように、最小のＣブロックでも２７４トン、

最大となるＢブロックでは、４，５０８トンもの大

きな差異があります。いかに、ブロック内の

被害最大地点でおいて無害流量を超えると

破堤するという条件（条件②および③）が不

自然かわかると思います。 

そして氾濫被害においては、「条件④：破

堤時は、堤防基部まで破壊される」（「マニュ

アル」ｐ３２）訳ですから、溢れ出る氾濫流量

は極めて大きなものとなります。条件④は、

堤内地氾濫が最大になるように条件設定す
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る訳ですから、常に理論上の最大値が氾濫

量となります。これでは、洪水被害額は大き

く水増し計算されてしまいます。 

このように、条件③・④により氾濫被害は

個別に水増しされるわけですが、更に条件

⑤により被害箇所が増やされる仕組みが作

られています。通常、上流部で大きな破堤

があれば洪水流量はその分だけ減少するの

で、上流部で破堤すれば下流部は洪水被

害を免れるのが普通です。しかも今回は、

「条件④：破堤時には堤防基部まで破壊され

る」ですから、相当量の洪水が堤内地（居住

区）に注ぎ込まれ、大きく洪水流量は減少す

るはずです。 

×
氾濫

この氾濫流量分
だけ、洪水流量
が減少する。

Ａ

Ｂ
×

Ａ地点で破提しても、Ｂ地点
に流れてくる洪水流量は
Ａ地点と全く同じという想定  

 

ところが、費用対効果計算ではそうした想

定をとらないのです。それゆえに、せいぜい

１ブロックの洪水被害ですむはずの氾濫が

何ブロックでも生じてしまうのです。１／５洪

水のような流量規模の小さな洪水で、複数

ブロックの氾濫被害となってきます。だから、

３ページでみたように、１／５洪水でも７，５１６

億円の被害が想定されるのです。このように、

条件④と⑤は内部矛盾を犯していると思い

ます。 

条件⑤もまた「マニュアル」で定められて

いる計算条件ですが、条件⑤においては、 

「マニュアル」作成時点から問題点が意識さ

れていました。同ｐ７７に 

各氾濫ブロックでは氾濫が同時生起す

ることはなく、各氾濫ブロック毎の便益

の単純な総和ではなく、重み付け等を

行うべきとの意見があるが、自然現象を

相手にしていることから破堤の確率を特

定することは困難であること（なお、この

点については、今後さらに検討する必

要がある。） 

という記述があるからです。 

この記述を見ると、１つの洪水で遠く離れ

た幾つもの箇所が同時破堤することは全く不

自然な把握であると認識していたようです。

しかし、その指摘を「自然現象だから、破堤

確率の特定は難しい」と一蹴しています。こ

れはすごい開き直りです。「自然現象だか

ら」という言い訳が通用するなら、物理学を

はじめ自然科学の存在そのものが否定され

てしまいます。そういう理屈を持ち出せば、

費用対効果計算も、「公共財は市場が存在

しないから、その経済性・採算性を把握する

ことは困難である」といって、計算を回避す

ることが可能です。 

また、「破堤確率の特定が困難」だからと

いって、単純総和という自然現象に背いた

便益計算をしていいことにはなりません。最

低限、上流ブロックで破堤した場合には、洪

水流量が２割減少すると仮定するとか、何ら

かの仮定を置いて、単純総和の誤謬を修正

しなければならないはずです。「自然現象だ

から」ということも、「破堤確率の特定が困

難」なことも、単純総和という誤謬を容認する

言い訳には決してならないのです。 

 

話をまとめてみます。洪水被害が非現実

的な規模に大きく水増しされ、ひいては治水

便益が水増しされている理由は、 

１. 小さな洪水でも被害が生じるように

条件設定されている。 

ａ）スライドダウン計算をして、河道断

面を過小評価する。（ｐ２１） 

ｂ）無害流量を超えたら、破堤が生じ

ると仮定する。 

（情報公開資料、ｐ８） 

その上で 

２. 破堤が生じた場合には、洪水氾濫

被害が大きくなるように条件設定さ

れている。 

ａ）個別被害が大きくなる条件設定 

①ブロック内で最も流下能力の
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乏しい地点ではなく、最大被

害地点で破堤する（ｐ７）。 

②破堤時は堤防基部まで破壊

されると仮定するから（ｐ３２）、

堤内地には大きな氾濫流量

が注ぎ込む。 

ｂ）１つの洪水で、何箇所も破堤する。

すなわち、上流部で氾濫しても下

流部は破堤を免れない（ｐ７７）。 

と想定し、計算することにより生じているので

す。なお条件設定は条件②（上述１ｂ、河道

水位を無害流量が超えたら破堤する）を除

き、「マニュアル」設定条件なので、（ ）内に

「マニュアル」のページ数を示しました。 

以上を確認したうえで、最後にこうした費

用対効果計算がいかに政策的思考としては、

おかしなことかを最後にお話します。 

洪水被害が大きい―ひいては洪水便益

が大きくなる理由は、条件①を前提とする河

道計算・評価が出発点でした。実は、このシ

ミュレーション計算には、国交省の行政姿勢

が如実に示されています。 

スライドダウンという計算をするということ

は、国交省は現在の利根川堤防は「見掛け

倒し」と判断していることになります。それな

らば、まず採るべき対策は河川改修でしょう。

それが合理的・論理的な思考と思います。 

しかし、国交省にはそうした論理的思考回

路が存在しないようです。シミュレーション計

算の河道断面は（資料、様式２・流下能力評

価表）は、平成３０年河道断面と示されてい

ます2。平成３０年という意味は、今から八ッ場

ダム建設にゴーサインが出れば、平成３０（２

０１８）年に八ッ場ダムが完成すると想定して

いる（建設着工から完成まで８７ヶ月）ことによ

ります。つまり、その意味は八ッ場ダム完成

予定時ということになります。 
                                                  
2 ちなみに、前回（Ｈ２１）の計算では、八ッ場ダ

ム・湯西川ダム・南摩ダムに加え、首都圏氾濫区

域堤防強化１期事業（利根川右岸・五霞町から

羽生市までの２３．５ｋｍ）が完成、稲戸井調節池

の浚渫が完了という河道整備状況を想定し、氾

濫計算をしていましたが、今回はそうした想定は

全く消えています。 

この時の河道断面で、スライドダウン計算

をしないといけないということは、国交省は

「５年に１回の洪水でも２～３カ所破堤し、１０

年に１回の洪水では３～４カ所破堤する」ほ

ど、利根川の流下能力は乏しいと認識しな

がら、これからの７年間、利根川の河川改修

を放置し、ひたすら八ッ場ダム建設に向けて

邁進するということを示しています。 

これはありえない話です。国交省は小さな

洪水でも頻繁に破堤・氾濫が起こりうる利根

川河道と認識していながら（だから、スライド

ダウンして河道断面を評価したのです）、河

川改修にいそしむことなく、その対策は遥か

遠くに建設される八ッ場ダムなのですから。

現状（問題）→対策という論理的思考回路が

完全に破綻しているとしか思えません。 

前回（Ｈ２１．３．２４）の費用対効果計算で

も、今回と全く同じ破堤地点が想定されてい

ますから、少なくとも２年間の間、国交省は破

堤により大きな被害が出る地点の河川改修

を放置しているのです。 

そして、この合理的思考回路の喪失は、

八ッ場ダムの建設を求める１都５県の知事た

ちも同じです。政権交代後、１都５県の知事

たちは事業中止撤回を求め、共同声明を発

表しましたが（２００９（Ｈ２１）．１０．１６）、そこ

では 

カスリーン台風ほどの大規模な洪水では

ない近年の洪水においても、利根川の堤防

や堤防下の地盤からの漏水が至る所で発

生している。幸いにも水防団による懸命の水

防活動により事なきを得ているが、これらの

漏水はそのまま放置すれば堤防決壊につな

がる可能性がある非常に危険な現象であ

る。 

と述べており、堤防決壊を防止するために、

堤防強化ではなく、八ッ場ダムの建設を求

めているのです。 

もし国交省が、「小さな洪水でも頻繁に破

堤・氾濫が起こりうる利根川河道」と本当に

認識しているのなら、その対策は堤防の強

化（河川改修）のはずです。つまり、費用対

効果計算でも、まずはスライドダウン堤防な

どという修正計算をしなくてもすむように、即

ち、現在の堤防高通りに河道を評価できる



 15

状況にするにはどれだけの費用がかかり、そ

の河川改修によりどれだけの流下能力の増

強がもたらされるか（洪水被害がどれだけ減

少するか）を算出するのが合理的な思考回

路です。その費用対効果計算をすることが

第１のはずです。 

その費用対効果計算と八ッ場ダム建設と

の比較をしてみるというのは、合理的・論理

的な思考回路のはずなのです。それが政策

検討において、費用対効果を算定する本質

的な意味です。「目標とする治水・利水の安

全度を確保するためのより低コストで早急に

効果が発現できる治水対策を見出す努力

が必要」（「中間とリまとめ」ｐ１３）というならば、

この計算・比較は必要不可欠のはずです。

しかし、国交省はそうした計算をしません。 

ダムに拘り、河川改修をないがしろにする

という点については、もう１つお見せしたいデ

ータがあります。それは河川改修事業費とダ

ム事業費との関係です。もし、スライドダウン

堤防という修正計算をしなければいけない

ほど、利根川河道の安全性が低いと認識し

いているのなら、河川改修費の予算獲得に

いそしんでいるのが本当です。ところが、現

実は真逆です。この１０年間、河川改修事業

費は低下し続け、予算額は１０年間でおよそ

半減となりました。 

 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

【億円】
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利根川の河川改修・ダム事業費
 

 

この予算経緯は、とにかくダム事業を―河

川改修費を削ってでもダム事業をという国交

省の意思を明確に示しています。先ほどお

話した河道断面計算の前提（ダム完成年度

＝平成３０年まで河川改修が行われない）と

見事に一致しています。 

八ッ場ダムの費用対効果は６．３と算出さ

れています。国交省が今回の破堤５条件を

妥当と考え、その計算に自信をもっていたと

しても、条件③があるのですから、「費用対

効果は最大６．３と算出される」と公表すべき

でした。それが説明責任として最低限守る

べき姿勢でした。しかし、そう公表すれば「最

大で、というのはどういうことですか」「では、

最小・平均だとどうなるのですか」と次々に質

問が飛んでくるのが予想できたのでしょう。

「費用対効果６．３」という数値が一人歩きす

るのを期待した確信犯的な数値公表の仕方

と思ってしまいます。少なくとも、算出数値の

意味を正確に理解できるような、「十分な説

明」（「中間とりまとめ」ｐ１４）ではありません。 

費用対効果６．３および洪水便益２１，９２５

億円はこうした５条件の下で計算・算出され

たものであり、とても信用できるものではあり

ません。国交省の姿勢は、「河川改修費を削

ってでも、ダム建設・整備」ですから、洪水便

益が水増しされるような条件設定は確信犯

の水増しと思われます。つまり、６．３という費

用対効果計算は何重にも詐術が施された計

算値なのです。 

以上述べてきたように、今回の検証・費用

対効果の算出は、①科学的合理性を有する

②費用対効果分析を、③透明性を確保して

記述する、という「中間取りまとめ」が示した

指針を全く踏まえていない検証なのです。 
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【参考資料】 サンプル８洪水 
 

戻し流量
２１，０９６トン

（１位）
３日間雨量

３０９ｍｍ

洪水① 洪水②

戻し流量
７，７１１トン

（９位）
３日間雨量

２０７ｍｍ

洪水③

戻し流量
９，６８３トン

（４位）
３日間雨量

２０１ｍｍ

洪水④

戻し流量
１０，２０４トン

（３位）
３日間雨量

１７２ｍｍ

 

洪水⑤

戻し流量
８，７８１トン

（６位）
３日間雨量

２０８ｍｍ

洪水⑥

戻し流量
９，０６０トン

（５位）
３日間雨量

２２２ｍｍ

洪水⑦

戻し流量
８，５０５トン

（７位）
３日間雨量

２１４ｍｍ

洪水⑧

戻し流量
１０，５９０トン

（２位）
３日間雨量

１８６ｍｍ

 


